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定住人口の長期的推移

１．人口、経済等
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（出典） 総務省「国勢調査報告」、同「人口推計年報」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）」、
国土庁「日本列島における人口分布変動の長期時系列分析」（1974年）をもとに国土交通省国土計画局作成。
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(注) 上記の地域区分は以下の通り。

東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県、 関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

三大都市圏：東京圏、名古屋圏、関西圏 地方圏：三大都市圏以外の地域

三大都市圏及び地方圏における人口移動（転入超過数）の推移

東京圏
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関西圏
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（地方）

0.8万人
（名古屋）
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10.１万人
（東京）

地方圏からの転出超過ピーク（1961年）

37.7万人

21.1万人

6.3万人

-65.1万人
地方圏

（2004年）

１．人口、経済等

三大都市圏及び地方圏における人口移動（転入超過数）の推移



１．人口、経済等

圏域別の人口増減率

（出典) 総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）」をもとに国土交通省国土計画局作成
（注） １．東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

地方中枢・中核都市とは、地方圏(上記三大都市圏以外の地域）にあって「都道府県庁所在市または人口30万人以上」かつ「昼夜間人口比１以上」の都市と
した（2000年国勢調査による）。１時間圏とは、1998年10月現在の交通ネットワークで新幹線と特急を除く鉄道と道路の利用を前提とし、市町村単位に設定
したもの。なお、各市町村の起点終点はそれぞれ市町村役場である。

２．2025年、2050年の人口は国土計画局推計値。推計は、国立社会保障･人口問題研究所｢日本の将来推計人口(平成14年1月推計)」の中位推計をもと
にした。人口移動については、過去の趨勢に沿って移動率が減少していくと仮定した。
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地方圏の中枢・中核都市から一時間圏外の市町村において、2050年には2000年比で３割以上の大幅な人口
減少が見込まれる。

【地域別の人口減少率（ 2000年～2025年、2000年～2050年）】

：



１．人口、経済等

人口、経済活動等における三大都市圏の占める割合 （単位：％）

産業関連諸機能の地域分布をみると、外国法人や情報関連サービス等の高次機能が東京圏に集中している。

項目
三大
都市圏

東京圏 関西圏
名古屋
圏

地方圏

人口（2004年） 50.0 26.8 14.5 8.7 50.0 

国内銀行貸付残高（2004年末残） 70.2 48.9 15.4 5.8 29.8 

外国法人数（2004年） 93.4 85.4 5.7 2.3 6.6 

情報サービス、広告業従業者数（2004年） 77.7 59.3 12.9 5.4 22.3 

対事業所サービス従業者数 （2004年） 58.1 35.5 14.0 8.7 41.9 

資本金１０億円以上の本社数（2004年） 79.2 58.0 14.9 6.3 20.8 

学術・開発研究機関従業者数
（2004年）

69.1 53.3 11.5 4.3 30.9 

（出典）：総務省「推計人口」、日本銀行「金融経済統計月報」、国税庁「国税庁統計年報」、総務省「事業所・企業統計調査」をもとに
国土交通省国土計画局作成。

（注）三大都市圏：東京圏、関西圏、名古屋圏 地方圏：三大都市圏以外の地域
東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県



製造業立地の地方分散
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【工業出荷額の地域別シェアの推移】

(出典）：経済産業省「工業統計表」をもとに国土交通省国土計画局作成
注）三大都市圏：東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、 関西圏（京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）

名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）

６０．１％

３９．９％

４９．６%
（三大圏）

５０．４%
（地方圏）

（対全国比、％）

（年）

三大都市圏

地方圏

１．人口、経済等



１．人口、経済等

「所得の地域間格差」の縮小
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(出典）： 内閣府「県民経済計算」、総務省「国勢調査報告」及び「人口推計年報」をもとに国土交通省国土計画局作成
注)１．ジニ係数とは、分布の偏りを表す指標であり、０から１までの値をとり、１に近いほど地域間の格差が大きいことを示している。
２．1955年度から1970年度の沖縄県の人口は、1955年、60年、65年、70年の数値をもとに算出した５年間の平均増加率により推計した。
３．県民所得は、1955年度から1991年度までが68ＳＮＡ、1992年度以降が93ＳＮＡに基づく数値である。

【県民所得で見た地域間所得格差の推移（一人当たり県民所得のジニ係数）】

地
域
間
格
差

小

大

0.134

0.070

地域間の所得格差は、1961年をピークに縮小してきている。
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（出典）ＯＥＣＤデータをもとに国土交通省国土計画局作成。
注)ジニ係数とは、分布の偏りを表す指標であり、０から１までの値をとり、１に近いほど地域間の格差が大きいことを示している。

１．人口、経済等

２６カ国中
２５位

「所得の地域間格差」の国際比較



（出典）： 「Road Atlas Europe」、内閣府「県民経済計算」、総務省「人口推計」、日本銀行
ＨＰ、世界銀行「ＷＤＩ」、総務省「世界の統計」をもとに国土交通省国土計画局作成。

（注）わが国の地域別GDPは２００２年度値である。
為替は１ドル＝１２５．１４円（２００２年平均）で換算。

１．人口、経済等

地域・国
人口（万人）
2003年

面積
（万k㎡）

GDP(億米ドル)
2003年

北海道 566 8.3 1,569
東北 1,221 7.5 3,336
関東 4,197 3.6 14,401
中部 1,714 4.1 5,734
北陸 312 1.1 986
近畿 2,090 2.7 6,318
中国 771 3.2 2,261
四国 413 1.9 1,070
九州 1,344 4.0 3,455
沖縄 135 0.2 280

デンマーク 539 4.3 2,119
ベルギー 1,038 3.1 3,019
オーストリア 809 8.4 2,531
スイス 735 4.1 3,201
オランダ 1,622 4.2 5,115

欧州諸国との比較（人口・ＧＤＰ）



１．人口、経済等

集落消滅の可能性

全国の市町村（2004年8
月1日時点）を対象とした
アンケート調査の結果で

は、『自然共生地域』の

61％の市町村で「集落消
滅の可能性はある」「どち

らともいえない」と回答して

おり、82都市圏の回答率
の44％を上回っている。ま
た、上記の「集落消滅の

可能性がある」とした市町

村に対して実施した追加

アンケートでは、集落が存

続していくための最低規

模は10戸とする回答が約
3割と最も多く、2000年時
点の農業集落*（全国で約
13.5万集落）のうち約
5,000集落がこの最低規
模（農家以外も含めた総

戸数で10戸）を下回ってい
る。1970年以降集落の再
編などもあり、農業集落数

は約8,000減少しているが、
今後こうした集落再編や

集落数減少がさらに進む

可能性がある。（出典）：国土交通省『新しい国のかたち「二層の広域圏」を支える総合的な交通体系 最終報告』（平成17年５月）
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１．人口、経済等

交通1時間圏・人口30万人前後の都市圏（82都市圏）

モータリゼーションの進展などに

より、国民の日常生活＊の行動

範囲の広域化などを背景とし、

生活の拠点となる人口10万人
程度以上の都市から、交通1時
間圏内にある複数の市町村に

またがる、人口規模が30万人
前後のまとまりを目安とした圏

域（以下、『生活圏域』と称する）

は、全国で82となる。この圏域
は国土面積の55％で、圏域内
に全人口の約90％が居住して
いる。

それぞれの圏域はほぼ同一の

水共同域にあり、自然、歴史、

文化など生活を取り巻く環境を

概ね共有している。また、圏域

内に居住する人々は概ね域内

に通勤・通学先を求め、医療、

買物、公共サービスなど都市的

サービスも概ね圏域内で享受で

きている。

よって、拠点性のある都市から

交通1時間圏で30万人前後の
まとまりを一つの単位とした圏

域が形成されつつあるといえる。

1,678
(69.4％)

116,717
(92.0％)

21.9
(58.9％)

注）人口は2000年国勢調査速報値（カッコ内は対全国比）

市町村数 人口（千人） 面積（万km2）

3,228 126,926 37.2 2000.10.1現在

市町村合併前
2,123
（65.8%）

115,364
（90.9%）

20.4
（54.6%）

2000.10.1現在

（参考）
市町村合併後

1,656
（69.1%）

116,717
（92.0%）

21.9
（58.9%）

2005.3.31現在
※全市町村数：2,396

全国

都
市
圏
内

（出典）：国土交通省『新しい国のかたち「二層の広域圏」を支える総合的な交通体系 最終報告』（平成17年５月）



１．人口、経済等

国の公債残高の推移

（出典）：
財務省ホームページ資料
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２．産業

経済のグローバル化

日本企業の現地法人売上高（全産業ベース）は、2003年度には147兆円まで拡大。海外生産比率（国内法人売
上高に対する海外の現地法人売上高の比率）も、2000年度から2001年度にかけて伸びを見せており、約10年間
で２倍強となっている。
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日本企業の現地法人売上高と海外生産比率の推移
（兆円） （％）

（年度）
※2003年度は見込み額として調査したもの。

（出典）：経済産業省「海外事業活動基本調査 –平成14（2002）年度実績-」



２．産業

我が国の対中貿易の変化

1990年から2003年にかけ、輸出入総額に占める中国の割合は、輸出において約６倍、輸入において約４倍と大きな伸びを見せて
いる。

また、輸出総額・輸入総額ともに大きな伸びを見せており、原料品、鉱物性燃料等の輸入割合が減少し、機械機器が増加するなど、
貿易構造の変化が見られる。
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３．国土基盤

62

8

ｼﾞｪｯﾄ化空港

高速道路 8,744(km) 2005.8末

2,176(km) 2004.3末

箇所 2005.3末

総延長

ｺﾝﾃﾅ取扱
主要港湾

箇所 2003年時

※高速道路は、高規格幹線道路のことをいう。

（注）高速道路：2005.8末時点
新 幹 線：2004.3末時点
ジェット化空港：2005.3時点
コンテナ取扱主要港湾：2003年の取扱いコン

テナ貨物量40万TEU以上のもの

凡例

交通関係社会資本整備の状況

（注）地図は2005.8末時点の整備状況を示したもの

新幹線

（出典）：平成18年度道路関係予算概算要求資料、数字で見る鉄道2004、数字で見る港湾2005、数字で見る航空2005をもとに国土交通省国土計画局作成



３．国土基盤

１日交流可能人口比率とは？

当該地域から日帰り
（概ね片道３時間）で
面会可能な人口が全
国人口のどれくらいの
割合になるかを示した
もの。
例えば、１日交流可
能人口比率が50%であ
れば、全国人口の半
分に日帰りで面会可
能という意味になる。

１９６５年

28％
全国平均

2003年

約6割
全国平均

※建設省が策定した地方生活圏をベースに
全国を２０７ゾーンに分け，その中心都市から
３時間で行くことができる他の都市の合計人
口を全国人口で除した値。

※市町村の役場から３時間以内で行くこ
とのできる他の市町村の合計人口を全人
口で除した値。

※全国平均の値は，各圏域の１日交流
可能人口比率を，人口により加重平均
したものである。

全国一日交通圏の進展状況

1965年はＴＲＡＮＥＴ（総合交通体系データベースシステム）により作成。
2003年はＮＡＶＩＮＥＴ（総合交通体系分析システム）により作成。

（出典）：国土審議会調査改革部会報告「国土の総合的点検」平成１６年５月
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国内貨物輸送量の推移

４．物流

【国内貨物輸送量の推移（トンキロベース）】

（出典）：「陸運統計要覧」（国土交通省総合政策局情報管理部）をもとに国土交通省国土計画局作成



国内貨物輸送量の推移

４．物流

○輸送機関別主要品目別輸送量（平成13年度）

輸送機関 合　　　　計 Ｊ Ｒ 貨 物 内航海運
営　業　用自　家　用 （営業用）

品     目     合    計 6,137,320 39,026 2,898,336 2,679,891 520,067
穀                   物 45,898(0.75%) 0 24,913 17,197 3,788
木                    材 199,641(3.25%) 164 102,993 94,019 2,465
金         属        鉱 3,577(0.06%) 199 1,337 78 1,963
石                    炭 27,021(0.44%) 258 16,454 1,512 8,797
砂利  ・  砂  ・  石材 1,318,938(21.49%) 2,659 457,649 794,291 64,339
工業用非金属鉱物 342,299(5.58%) 0 131,192 105,671 105,436
（   石   灰   石     ） ( - ) ( - ) 49,060
（   原           油   ） ( - ) ( - ) 29,188
金                   属 173,623(2.83%) 53 72,235 52,247 49,088
（   鉄      　   鋼   ） 144,968(2.36%) 58,515 38,206 48,247
金    属     製   品 133,216(2.17%) 0 51,996 79,576 1,644
機                    械 431,979(7.04%) 1,474 259,161 161,703 9,641
窯         業        品 444,633(7.24%) 2,268 210,004 181,314 51,047
（  セ   メ    ン    ト ） 93,531(1.52%) 2,268 33,912 7,639 49,712
石    油    製    品 345,867(5.64%) 9,162 95,025 117,791 123,889
化    学    薬    品 55717(0.91%) 918 29,924 4,809 20,066
化    学    肥    料 2,422(0.04%) 0 901 113 1,408
紙    ・   パルプ 101,272(1.65%) 854 77,456 18,301 4,661
繊   維   工   業  品 18,068(0.29%) 0 10,598 7,442 28
食   料   工  業   品 471,741(7.69%) 1 314,040 156,559 1,141
日         用        品 260,631(4.25%) 0 192,407 68,224 ( - )
特        種         品 1,294,751(21.10%) 143 616,013 637,551 41,044
（  廃     棄    物  ） ( - ) ( - ) 182,975 463,719 ( - )
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○主要品目別輸送機関分担率（平成13年度）

JR貨物 自動車（営業用） 自動車（自家用） 内航海運 （出典）：国土交通省物流政策懇談会資料



距離帯別輸送機関分担率

４．物流

100㎞未満の輸送では自動車輸送が大宗を占め、輸送距離が延びるに従い、鉄道・海運のシェアが高まる傾向
が見られる。
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（117,711千ｔ） 鉄道 海運 自動車

出典：「平成13年度 貨物・旅客地域流動調査・分析資料」国土交通省総合政策局情報管理部交通調査統計課分析室をもとに国土交通省国土計画局作成。



消費者物流の動向

４．物流
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宅配便取扱個数等の推移

（出典）： １ 国土交通省総合政策局複合貨物流通課、
自動車交通局貨物課資料をもとに国土交通省国土計画局作成。

２ 郵便小包は「郵政統計年報」をもとに国土交通省国土計画局作成。

（百万個）

1998年に大手物流事業者
が宅配便の取扱いを開始し
たことにより、宅配便取扱個
数が大きく伸びている。
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台風２３号円山川、出石川破堤

台風４号
海岸堤防被害

５．防災

平成１６年度 自然災害発生状況

（出典）：国土交通省河川局資料



５．防災

安全・安定面で課題を残す国土空間

M5以上の地震発生箇所プロット（日本列島とその周辺1926年～1995年、深さ100km以浅）

出典：地震調査研究推進本部
ホームページより作成

日本の面積は地球表面の
0.1%であるのに対し、日本
周辺で解放される地震エネ
ルギーは世界全体の10%に
相当するといわれている。
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出典：気象庁データをもとに作成

（出典）：新しい国のかたち「二層の広域圏」を支える総合的な交通的な交通体系 最終報
告



総計
614万人

（2004年実績）

韓国
159万人
（25.9%）

台湾
108万人
（17.6%）

中国
62万人
（10.0%）

香港
30万人
（4.9%）

米国
76万人
（12.4%）

その他アジア
43万人
（7.0%）

タイ
10万人
（1.7%）

シンガポール
9万人
（1.5%）

カナダ
14万人
（2.3%）

イギリス
22万人
（3.5%）

ドイツ
11万人
（1.7%）

フランス
10万人
（1.6%）

オーストラリア
19万人
（3.2%）

アジア
421万人
（68.6%）

北米
92万人
（15.1%）

欧州
73万人
（11.8%）

その他欧州
31万人
（5.0%）

オセアニア

23万人
（3.8%）

６．観光

国・地域別訪日外国人旅行者の割合

（出典）：法務省資料より国土交通省国土計画局作成



７．２１世紀ビジョン

（出典）：経済財政諮問会議HPより

２１世紀ビジョンのポイント



７．２１世紀ビジョン

（出典）：経済財政諮問会議HP

グローバル化ＷＧ報告書の概要



７．２１世紀ビジョン

経済財政展望ＷＧ報告書の概要

（出典）：経済財政諮問会議HP



７．２１世紀ビジョン

競争力ＷＧ報告書の概要

（出典）：経済財政諮問会議HP



７．２１世紀ビジョン

（出典）：経済財
政諮問会議HP

生活・地域ＷＧ報告書の概要



７．２１世紀ビジョン

（出典）：21世紀ビジョンのパンフレット


